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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第89期
第１四半期
連結累計期間

第90期
第１四半期
連結累計期間

第89期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (百万円) 19,398 20,147 81,059

経常利益 (百万円) 748 887 4,407

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(百万円) 474 617 2,372

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 839 △24 △66

純資産額 (百万円) 58,993 57,250 57,713

総資産額 (百万円) 100,592 96,191 99,596

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.62 15.12 58.11

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.5 54.9 53.5
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から、平成28年６月30日まで)の日本経済は、緩やかな回復基調で推

移したものの、中国をはじめとする新興国経済の減速や、英国の国民投票によるＥＵ離脱の選択に伴う影響など、景

気の先行きは不透明感が増す状況です。

このような経済状況の中、当社グループが主力事業を展開する放送事業においては、テレビネットタイム収入やテ

レビスポット収入の増収により、売上高は増収となりました。ハウジング事業においては、住宅設備関連の展示場(Ｈ

ＤＣ)の増収等により、売上高は増収となりました。ゴルフ事業においては、来場者数は増加したものの客単価が下が

り、売上高はほぼ前年並みとなりました。以上の結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの売上高は

201億４千７百万円となり、前年同期に比べて７億４千９百万円（3.9％）の増収となりました。

一方、費用面では売上原価が136億９百万円で、前年同期に比べて５億円（3.8％）増加しました。販売費及び一般

管理費については58億３千２百万円となり、９千４百万円（1.6％）増加しました。この結果、営業利益は７億５百万

円となり、１億５千４百万円（27.9％）の増益、経常利益は８億８千７百万円で１億３千８百万円（18.5％）の増益

となりました。また、特別利益として、ＦＭ補完中継局の整備に対する補助金収入により１億１千６百万円を計上し

ました。以上の結果、税金等調整前四半期純利益は10億３百万円で１億６千２百万円（19.3％）の増益となり、親会

社株主に帰属する四半期純利益は６億１千７百万円で１億４千２百万円（30.1％）の増益となりました。

セグメントごとの業績は、以下のとおりです。

 

[放送事業]

当第１四半期連結累計期間における放送事業の売上高は172億５千４百万円となり、前年同期に比べ６億６百万円

（3.6％）の増収となりました。テレビネットタイム収入や主力のテレビスポット収入が増収となったほか、子会社の

ＣＳ放送の委託放送収入やＣＭ販売等による放送収入の増収が主な要因です。一方、営業費用は、テレビ代理店手数

料やネットワーク費、催物費等の増加により、全体として前年同期に比べ2.5％増加しました。この結果、営業利益は

５億１千７百万円となり、２億６百万円（66.2％）の増益となりました。
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[ハウジング事業]

ハウジング事業の売上高は26億７千５百万円となり、前年同期に比べ１億４千３百万円（5.7％）の増収となりまし

た。今年３月にオープンした住宅設備関連の展示場（ＨＤＣ名古屋）の売上増加が主な要因です。一方、費用面で

は、ＨＤＣ事業費や住宅展示場に係るハウジング事業費等の増加により、営業費用は8.2％増加し、営業利益は２億１

百万円となり、前年同期に比べて４千６百万円（△18.7％）の減益となりました。

 

[ゴルフ事業]

ゴルフ事業の売上高は２億１千７百万円となり、前年同期に比べほぼ横ばいとなりました。来場者数は増加したも

のの、プレー収入は微減収となりました。一方、営業費用は、クラブハウス改修等による減価償却費や労務費の増加

等により4.4％増加しました。この結果、１千３百万円の営業損失となり、前年同期に比べて５百万円の損失悪化とな

りました。

 

（２）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ31億３千９百万円減少して289億６千９百万円

となり、固定資産は２億６千５百万円減少して672億２千１百万円となりました。資産合計は34億５百万円減少して

961億９千１百万円となりました。未払金や未払費用の支払、剰余金の配当に伴い現金及び預金が減少し、資産全体と

して減少しました。

 

（負債）

流動負債は30億９千７百万円減少して95億３千４百万円となり、固定負債は１億５千５百万円増加して294億６百万

円となりました。負債合計は29億４千１百万円減少して389億４千万円となりました。負債が減少した主な理由は、未

払法人税等の支払や未払費用の減少によるものです。

 

（純資産）

純資産合計は４億６千３百万円減少し、572億５千万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益６億１千

７百万円を計上する一方、剰余金の配当３億６千７百万円を行いました。また、保有する投資有価証券の時価が下落

したため、その他有価証券評価差額金が８億２千万円減少しました。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 144,000,000

計 144,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,833,000 41,833,000
東京証券取引所
市場第１部

単元株式数は100株であります。

計 41,833,000 41,833,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成28年６月30日 ― 41,833,000 ― 5,299 ― 3,515
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成28年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 996,000

― ―

完全議決権株式(その他)
 普通株式

40,832,900
408,329 ―

単元未満株式
 普通株式

4,100
― ―

発行済株式総数 41,833,000 ― ―

総株主の議決権 ― 408,329 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式87株を含めて記載しております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

 (自己保有株式)
朝日放送株式会社

大阪市福島区福島一丁目
１番30号

996,000 ― 996,000 2.4

計 ― 996,000 ― 996,000 2.4
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 11,857 9,780

  受取手形及び売掛金 12,904 12,531

  有価証券 4,397 3,897

  たな卸資産 850 1,118

  その他 2,108 1,651

  貸倒引当金 △9 △9

  流動資産合計 32,108 28,969

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 21,077 21,045

   土地 11,239 11,610

   その他（純額） 6,084 5,912

   有形固定資産合計 38,401 38,567

  無形固定資産   

   ソフトウエア 145 129

   その他 137 133

   無形固定資産合計 282 262

  投資その他の資産   

   投資有価証券 18,101 17,361

   その他 10,946 11,275

   貸倒引当金 △244 △244

   投資その他の資産合計 28,803 28,392

  固定資産合計 67,487 67,221

 資産合計 99,596 96,191
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 100 100

  未払金 5,981 5,362

  未払法人税等 693 109

  引当金 113 373

  その他 5,743 3,589

  流動負債合計 12,632 9,534

 固定負債   

  退職給付に係る負債 20,486 20,275

  その他 8,763 9,130

  固定負債合計 29,250 29,406

 負債合計 41,882 38,940

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 5,299 5,299

  資本剰余金 3,610 3,610

  利益剰余金 45,510 45,760

  自己株式 △500 △500

  株主資本合計 53,919 54,169

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,722 1,901

  退職給付に係る調整累計額 △3,362 △3,224

  その他の包括利益累計額合計 △639 △1,322

 非支配株主持分 4,433 4,403

 純資産合計 57,713 57,250

負債純資産合計 99,596 96,191
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

売上高 19,398 20,147

売上原価 13,109 13,609

売上総利益 6,289 6,538

販売費及び一般管理費 5,738 5,832

営業利益 551 705

営業外収益   

 受取利息 17 8

 受取配当金 182 154

 その他 29 33

 営業外収益合計 229 197

営業外費用   

 支払利息 12 4

 固定資産処分損 13 9

 その他 6 0

 営業外費用合計 31 15

経常利益 748 887

特別利益   

 補助金収入 92 116

 特別利益合計 92 116

税金等調整前四半期純利益 841 1,003

法人税等 311 345

四半期純利益 530 658

非支配株主に帰属する四半期純利益 55 41

親会社株主に帰属する四半期純利益 474 617
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

四半期純利益 530 658

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 283 △820

 退職給付に係る調整額 26 137

 その他の包括利益合計 309 △683

四半期包括利益 839 △24

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 783 △65

 非支配株主に係る四半期包括利益 55 40
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　 該当事項はありません。

 

(追加情報)

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。　

 

(四半期連結貸借対照表関係)

偶発債務

　　　銀行借入に対する保証債務は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

従業員 226百万円 220百万円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

減価償却費 821百万円 791百万円
 

 

EDINET提出書類

朝日放送株式会社(E04380)

四半期報告書

12/17



 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日
定時株主総会

普通株式 490 12.0 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 367 9.0 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　前第１四半期連結累計期間(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)

     (単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 16,648 2,532 218 19,398 ― 19,398

セグメント間の
内部売上高又は振替高

107 6 5 119 △119 ―

計 16,755 2,539 223 19,518 △119 19,398

セグメント利益又は損失
(△)

311 247 △7 551 ― 551
 

(注)１　調整額△119百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。

 

　当第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

     (単位：百万円）

 
報告セグメント

調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)放送事業

 ハウジング
  事業

ゴルフ事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 17,254 2,675 217 20,147 ― 20,147

セグメント間の
内部売上高又は振替高

115 5 10 131 △131 ―

計 17,370 2,681 227 20,279 △131 20,147

セグメント利益又は損失
(△)

517 201 △13 705 ― 705
 

(注)１　調整額△131百万円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

   １株当たり四半期純利益金額 11.62円 15.12円

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 474 617

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(百万円)

474 617

   普通株式の期中平均株式数(千株) 40,836 40,836
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成28年８月５日

朝日放送株式会社

取　締　役　会　　御　中
 

 
 

有限責任監査法人　トーマツ 
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　森　　村　　圭　　志　　㊞
 

　

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　千　　﨑　　育　　利　　㊞
 

 
 
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている朝日放送株

式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日か

ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、朝日放送株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。
 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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